
別 紙

新 旧 対 照 表

（注）アンダ－ラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 前

目 次 目 次

第２編 居住者の納税義務 第２編 居住者の納税義務

第１章 課税標準及びその計算並びに所得控除 第１章 課税標準及びその計算並びに所得控除

第１節 各種所得の金額の計算 第１節 各種所得の金額の計算

第４款 必要経費等の計算 第４款 必要経費等の計算

第２目 資産の評価及び償却費 第２目 資産の評価及び償却費

法第４９条（（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法））関係

〔減価償却資産の償却の方法（令第１２０条関係）〕

〔国外リース資産の償却の方法〕

〔特別な償却の方法（令第１２０条の２関係）〕

〔減価償却資産の償却の方法の変更手続（令第１２４条関係）〕

〔減価償却資産の取得価額（令第１２６条関係）〕

〔耐用年数の短縮（令第１３０条関係）〕

〔償却費の計算（令第１３１条関係）〕

〔鉱業用減価償却資産の償却〕

法第４９条（（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法））関係

〔減価償却資産の償却の方法（令第１２０条関係）〕

〔国外リース資産の償却の方法〕

〔特別な償却の方法（令第１２０条の２関係）〕

〔減価償却資産の償却の方法の変更手続（令第１２４条関係）〕

〔減価償却資産の取得価額（令第１２６条関係）〕

〔耐用年数の短縮（令第１３０条関係）〕

〔償却費の計算（令第１３１条関係）〕

〔鉱業用減価償却資産の償却〕



〔温泉利用権の償却〕

〔工業所有権の実施権等の償却〕

〔生物の償却〕

〔年の中途で業務の用に供した減価償却資産等の償却費の特例（令第

１３２条関係）〕

〔増加償却（令第１３３条関係）〕

〔陳腐化償却（令第１３３条の２関係）〕

〔少額の減価償却資産及び一括償却資産（令第１３８条及び第１３９条関

係）〕

〔減価償却資産の除却等〕

〔償却可能限度額（令第１３４条関係）〕

〔劣化資産〕 〔劣化資産〕

〔その他〕

〔温泉利用権の償却〕

〔工業所有権の実施権等の償却〕

〔生物の償却〕

〔年の中途で業務の用に供した減価償却資産等の償却費の特例（令第

１３２条関係）〕

〔増加償却（令第１３３条関係）〕

〔陳腐化償却（令第１３３条の２関係）〕

〔少額の減価償却資産及び一括償却資産（令第１３８条及び第１３９条関

係）〕

〔減価償却資産の除却等〕

〔償却可能限度額（令第１３４条関係）〕



改 正 後 改 正 前

法第２条（（定義））関係 法第２条（（定義））関係

（出漁権等） （出漁権等）

２―１９ ……………令第６条第８号ル…………… ２―１９ ……………令第６条第８号ヌ……………

法第２７条（（事業所得））関係 法第２７条（（事業所得））関係

（事業の遂行に付随して生じた収入） （事業の遂行に付随して生じた収入）

２７―５ …………… ２７―５ ……………

(1) …………… (1) ……………

(2)� …………… (2) ……………

(3)� …………… (3) ……………

(4)� …………… (4) ……………

(5) �…………… (5) ……………

（注）…………… （注）……………

(6) 特別地方消費税を納期限内に納入することにより交付を受ける交付金

(6)� …………… (7) �……………

法第３３条（（譲渡所得））関係 法第３３条（（譲渡所得））関係

（ゴルフ場の利用権の譲渡に類似する株式等の譲渡による所得の所得区分） （ゴルフ場の利用権の譲渡に類似する株式等の譲渡による所得の所得区分）

３３―６の３ 措置法令第２５条の８第７項…………… ３３―６の３ 措置法令第２５条の８第６項……………

法第２３条から第３５条まで（各種所得）共通関係 法第２３条から第３５条まで（各種所得）共通関係



（株式等の譲渡による所得の所得区分） （株式等の譲渡による所得の所得区分）

２３～３５共－１１ ……………

(1)  �…………… (1)  ……………

(2)�  …………… (2)  ……………

イ  証券取引法第２条第１４項…………… イ  証券取引法第２条第１１項……………

ロ ……………（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第２１項……… ロ ……………（証券投資信託及び証券投資法人に関する法律第２条第１３

……） 項……………）

ハ …………… ハ ……………

ニ …………… ニ ……………

ホ …………… ホ ……………

ヘ …………… ヘ ……………

（注）１ …………… （注）１ ……………

２ …………… ２ ……………

法第３７条（（必要経費））関係 法第３７条（（必要経費））関係

（酒税等の両建経理） （酒税等の両建経理）

３７―４ 酒税等…………… ３７―４ 酒税、特別地方消費税等……………

（その年分の必要経費に算入する租税） （その年分の必要経費に算入する租税）

３７―６  …………… ３７―６  ……………

(1)  �…………… (1)  ……………

(2)  �……………酒税等…………… (2)  ……………酒税、特別地方消費税等……………

(3)�  …………… (3)  ……………

(4)�  …………… (4)  ……………

(5)�  …………… (5)  ……………

２３～３５共－１１ ……………



改 正 後 改 正 前

（退職金共済掛金等の必要経費算入の時期） （退職金共済掛金等の必要経費算入の時期）

３７―２９令第６４条第１項第１号から第４号…………… ３７―２９令第６４条第１項第１号から第３号……………

（注）…………… （注）……………

（繰延消費税額等につき相続があった場合の取扱い） （新 設）

３７－３０の４ 令第１８２条の２第３項又は第４項に規定する繰延消費税額等につ

きこれらの規定の適用を受けている居住者が死亡し、これらの規定に従い計

算される繰延消費税額等の金額のうち、その死亡した日の翌日以後の期間に

対応する金額がある場合には、当該金額は当該死亡した者のその死亡した日

の属する年分の必要経費に算入するものとする。

ただし、当該死亡した者の業務を承継した者がある場合で、当該死亡した

者のその死亡した日の属する年分の必要経費に、当該死亡した者の業務を行

っていた期間に対応する繰延消費税額等の金額を算入し、かつ、当該業務を

承継した者が、その業務を承継した日以後の業務を行っていた期間に対応す

る繰延消費税額等の金額を各年分の必要経費に算入している場合は、これを

認める。

法第４８条（（有価証券の譲渡原価等の計算及びその評価の方法））関係 法第４８条（（有価証券の譲渡原価等の計算及びその評価の方法））関係

（有価証券の種類） （有価証券の種類）

４８－１ ……………同項第１号から第６号まで、第７号の３、第７号の４又は ４８－１  ……………同項第１号から第６号まで、第７号の３又は第８号………

第８号…………… ……

（注）…………… （注）……………



（廃 止） （利益等の資本組入れと株式分割とが行われた場合の株式の取得価額）

４８－３の２ 個人がその有する株式につき、商法第２９３条ノ２利益の資本組入

れの規定による利益の資本組入れ又は同法第２９３条ノ３準備金の資本組入れ

の規定による準備金（利益積立金額に相当する金額に限る。）の資本組入れ

（以下この項において  「利益等の資本組入れ」という 。    ）と同法第２１８条株

式の分割の規定による株式分割とが行われた場合には、利益等の資本組入れ

については令第１１２条利益積立金額の資本組入れの場合の株式の取得価額の

規定を、株式分割については令第１１０条第１項株式の分割又は併合の場合の

株式の取得価額の規定を、それぞれ適用することに留意する。

（注）この場合において、令第１１０条第１項に規定する旧株１株の従前の取

得価額は、令第１１２条の規定の適用後の同条に規定する１株当たりの取

得価額とすることに留意する。

法第４９条（（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法））関係 法第４９条（（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法））関係

〔その他〕 （新 設）

（年の中途で譲渡した減価償却資産の償却費の計算） （新 設）

４９－５４ 年の中途において、一の減価償却資産について譲渡があった場合にお

けるその年の当該減価償却資産の償却費の額については、当該譲渡の時にお

ける償却費の額を譲渡所得の金額の計算上控除する取得費に含めないで、そ

の年分の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の

金額の計算上必要経費に算入しても差し支えないものとする。

（注）当該減価償却資産が令第６条第１号、第２号及び第８号に掲げる建物

及びその附属設備、構築物及び無形固定資産である場合には、当該償却

費の額について譲渡所得の金額の計算上控除する取得費に含める場合と



改 正 後 改 正 前

その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は雑

所得の金額の計算上必要経費に算入する場合では、事業税における所得

の計算上の取扱いが異なる場合があることに留意する。

法第５２条（（貸倒引当金））関係 法第５２条（（貸倒引当金））関係

〔個別評価による繰入れ（第１項関係）〕 〔個別評価による繰入れ（第１項関係）〕

（会社更生法の規定による更生計画認可の決定に基づいてその有する売掛金、 （事業の遂行上生じた売掛金、貸付金等に準ずる金銭債権）

貸付金等に準ずる金銭債権）

５２―１ ……………「会社更生法の規定による更生計画認可の決定に基づいて ５２―１ ……………「事業の遂行上生じた売掛金、貸付金、前渡金その他これ

その有する売掛金、貸付金、前渡金その他これらに準ずる金銭債権」……… らに準ずる金銭債権」……………

(1)�  …………… (1)  ……………

(2)�  …………… (2)  ……………

(3)�  …………… (3)  ……………

(4)�  …………… (4)  ……………

（削 除） （個別評価による繰入れの判定単位）

５２―４ 貸金等が法第５２条第１項に規定する「貸倒れその他これに類する事由

による損失の見込額」の対象となる貸金等であるかどうかは、当該貸金等に

係る債務者ごとに判定するものとする。

（注） 事業所得を生ずべき事業を営む青色申告者が同項の規定により貸倒引

当金勘定への繰入れを行った場合には、当該債務者に対して有する貸金

等の全額が同条第２項かっこ内に規定する「前項に規定する政令で定め

る金額の計算の基礎となったもの」に該当することに留意する。



（担保権の実行により取立て等の見込みがあると認められる部分の金額） （担保権の実行により取立て等の見込みがあると認められる部分の金額）

５２―５ 令第１４４条第１項第１号及び第３号（（個別評価貸金等に係る貸倒引当 ５２―５ 令第１４４条第１項第１号及び第３号（（貸金等に係る貸倒引当金勘定へ

金勘定への繰入限度額））…………… の繰入限度額））……………

（相当期間の意義） （相当期間の意義）

５２―６ ……………「債務者につき、債務超過の状態が相当期間継続し、かつ、 ５２―６  ……………「債務者につき、債務超過の状態が相当期間継続しその営

その営む事業に好転の見通しがないこと」…………… む業務に好転の見通しがないこと」……………

（人的保証に係る回収可能額の算定） （人的保証に係る回収可能額の算定）

５２―７ ……………「当該個別評価貸金等の一部の金額につきその取立て等の ５２―７ ……………「当該貸金等の一部の金額につきその取立て等の見込みが

見込みがないと認められる場合（前号に掲げる場合を除く。）当該一部の金 ないと認められるときにおける当該一部の金額に相当する金額」……………

額に相当する金額」……………

(1)  �…………… (1)  ……………

(2)�  …………… (2)  ……………

(3)  �…………… (3)  ……………

(4)  �…………… (4)  ……………

(5)�  …………… (5)  ……………

イ …………… イ ……………

ロ …………… ロ ……………

（注）１  …………… （注）１  ……………

２ …………… ２ ……………

（担保物の処分以外に回収が見込まれない貸金等の個別評価による繰入れ） （担保物の処分以外に回収が見込まれない貸金等の個別評価による繰入れ）

５２―８ ……………「その他の事由が生じていることにより、当該個別評価貸 ５２―８ ……………「その他の事由が生じていることにより、当該貸金等の一

金等の一部の金額につきその取立て等の見込みがないと認められる場合（前 部の金額につきその取立て等の見込みがないと認められるとき」……………

号に掲げる場合を除く。）」……………



改 正 後 改 正 前

（実質的に債権とみられない部分の金額） （実質的に債権とみられない部分の金額）

５２―９ ……………「当該個別評価貸金等の額のうち、当該債務者から受け入 ５２―９ ……………「当該貸金等の額のうち、当該債務者から受け入れた金額

れた金額があるため実質的に債権とみられない部分の金額」…………… があるため実質的に債権とみられない部分の金額」……………

(1)�  …………… (1)  ……………

(2)  �…………… (2)  ……………

(3)  �…………… (3)  ……………

(4)�  …………… (4)  ……………

(5)  �…………… (5)  ……………

(6)�  …………… (6)  ……………

(7)  �…………… (7)  ……………

(8)�  …………… (8)  ……………

(9)�  …………… (9)  ……………

（繰入れ対象となる公的債務者に対する貸金等） （繰入れ対象となる公的債務者に対する貸金等）

５２―１４ 令第 １４４条第１項第４号に掲げる個別評価貸金等…………… ５２―１４ 令第 １４４条第１項第４号に掲げる貸金等……………

(1)  …………… (1)  ……………

イ …………… イ ……………

ロ …………… ロ ……………

（注）１  …………… （注）１  ……………

２ …………… ２ ……………

(2)  …………… (2)  ……………

イ …………… イ ……………

ロ …………… ロ ……………

ハ …………… ハ ……………



法第６４条（（資産の譲渡代金が回収不能となった場合等の所得計算の特例））関係 法第６４条（（資産の譲渡代金が回収不能となった場合等の所得計算の特例））関係

（各種所得の金額の計算上なかったものとみなされる金額） （各種所得の金額の計算上なかったものとみなされる金額）

６４―２の２ ……………第２１条第８項（（短期譲渡所得の課税の特例））、第２５条 ６４―２の２ ……………第２１条第８項（（短期譲渡所得の課税の特例））及び第２５

の８第１３項（（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例））及び第２６条の２３第４項 条の８第１３項（（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例））の規定……………

（（商品先物取引に係る雑所得等の金額の計算等））の規定……………

(1)  …………… (1)  ……………

(2)  �……………株式等に係る譲渡所得等の金額、商品先物取引に係る雑所得 (2)  ……………株式等に係る譲渡所得等の金額、退職所得金額……………

等の金額、退職所得金額……………

(3)  …………… (3)  ……………

法第７４条（（社会保険料控除））及び第７５条（（小規模企業共済等掛金控除））関係 法第７４条（（社会保険料控除））及び第７５条（（小規模企業共済等掛金控除））関係

（その年に支払った社会保険料又は小規模企業共済等掛金） （その年に支払った社会保険料又は小規模企業共済等掛金）

７４・７５―１ …………… ７４・７５―１ ……………

(1)  ……………（以下７４・７５―３……………）…………… (1)�  ……………（以下７４・７５―２……………）……………

(2)  …………… (2)  ……………

（給与から控除される社会保険料等に含まれるもの） （給与から控除される社会保険料に含まれるもの）

７４・７５―３ ……………厚生年金保険若しくは雇用保険の保険料又は確定拠出 ７４・７５―３ ……………厚生年金保険又は雇用保険の保険料……………社会保

年金法の規定による個人型年金加入者掛金……………社会保険料等………… 険料……………

…



改 正 後 改 正 前

法第７６条（（生命保険料控除））関係 法第７６条（（生命保険料控除））関係

（生命保険料の金額を超えて剰余金の分配を行うこととなっている場合の取扱 （生命保険料の金額を超えて剰余金の分配を行うこととなっている場合の取扱

い） い）

７６－８ ……………当該生命保険契約等を締結している保険会社…………… ７６－８ ……………当該生命保険契約等を締結している生命保険会社…………

法第７８条（（寄付金控除））関係 法第７８条（（寄付金控除））関係

（災害救助法の規定の適用を受ける地域の被災者のための義援金等） （災害救助法の規定により救助の委託を受けた団体等に対する義えん金等）

７８－５ 災害救助法第２条（（被救助者））の規定に基づき都道府県知事が救助を ７８－５ 災害救助法第３２条（（日本赤十字社への委託））の規定により救助又はそ

実施する区域として指定した区域の被災者のための義援金等の募集を行う募 の応援の委託を受けた日本赤十字社又はこれに協力する募金団体（新聞、放

金団体（日本赤十字社、新聞・放送等の報道機関等）に対してきょ出した義 送等の報道機関、慈善事業団体又は宗教団体、商工会議所等）に対してきょ

援金等については、その義援金等が最終的に義援金配分委員会等（災害対策 出した義えん金等については、その義えん金等が国等にきょ出され、又は一

基本法第４０条又は第４２条に規定する地域防災計画に基づき地方公共団体が組 般被災者に配分されることが募金要綱、募金趣意書等において明らかにされ

織する義援金配分委員会その他これと目的を同じくする組織で地方公共団体 ているものであるときは、国等に対する寄附金に該当するものとする。

が組織するものをいう。）に対して、きょ出されることが募金趣意書等にお

いて明らかにされているものであるときは、法第７８条第２項第１号《国又は

地方公共団体に対する寄付金》の地方公共団体に対する寄付金に該当するも

のとする。

（注）海外の災害に際して、募金団体から最終的に日本赤十字社に対してき

ょ出されることが募金趣意書等において明らかにされている義援金等に

ついては、特定公益増進法人である日本赤十字社に対する寄付金となる

ことに留意する。



法第１８６条（（賞与に係る徴収税額））関係 法第１８６条（（賞与に係る徴収税額））関係

（賞与の金額が前月中の通常の給与等の金額の１０倍に相当する金額を超えるか （賞与の金額が前月中の通常の給与等の金額の１０倍に相当する金額を超えるか

どうかの判定） どうかの判定）

１８６―４  …………… １８６―４  ……………

(1)  …………… (1)  ……………

(2)�  ……………社会保険料等がある場合……………社会保険料等の金額…… (2)�  ……………社会保険料がある場合……………社会保険料の金額…………

……… …

（注）…………… （注）……………

 


